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食品安全委員会の設置1.

私たちの食生活は、経済の発展とともに豊かになりました。その一方で、わ

が国は海外から非常に多くの食料を輸入するようになり、それらの食品に対す

BSE O157る不安が増しています また 牛海綿状脳症 や腸管出血性大腸菌。 、 （ ）

、 、といった新たな危害要因が現れるなど 食生活を取り巻く状況も大きく変化し

食品の安全性に対する国民の信頼が揺らいでいます。

、 。そのような中で 平成 年に我が国初の 検査陽性牛が見つかりました13 BSE
この問題をめぐる行政の対応に対して、国民から厳しい批判があり、その検証

と今後の食品安全行政のあり方を検討するため、農林水産大臣と厚生労働大臣

の私的諮問機関である「 問題に関する調査検討委員会」において、議論BSE
が行われました。

この検討の結果、これまでの行政が、生産者・事業者サイドに偏った運営が

されてきたこと、リスク評価とリスク管理が渾然一体となって行われてきたこ

と、施策の決定過程が不透明であることなどとともに、消費者をはじめとする

関係者への正確な情報開示が行われていなかったことなどについて厳しい反省

が求められました。

このような情勢の変化に応えるとともに、従来の食品安全行政に対する反省

の上に立って、平成 年 月に食品安全基本法が施行され、食品安全委員会15 7
が内閣府に設置されました（資料１、資料２ 。）

新しい食品安全行政の枠組み2.

食品安全基本法は「食品の安全性の確保に関するあらゆる措置は、国民の健

康の保護が最も重要であるという基本的認識の下に講じられるべきである」と

いう基本理念に基づいています。さらに、国際的なスタンダードになっている

「リスク分析」という考え方を導入し、食品の安全性には「絶対」はなく、ど

のような食品にもリスクがあるということを前提としつつ科学的知見に基づい

て安全性を確保していくこととなりました。

「 」 、 。この リスク分析 には 資料３に示されるように主要な三要素があります

食品安全委員会は科学に基づき中立公正にリスク評価を行う機関として、厚生

労働省や農林水産省などのリスク管理機関から独立して内閣府に設置されまし

た。また、消費者を含めた関係者とのリスクコミュニケーションについては、

リスク評価機関である食品安全委員会がリスク管理機関と調整を行い、連携し

て推進することとなりました。
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このように、食品安全委員会が科学に基づくリスク評価機関として独立し、

「 」 、 、 、リスク分析 が有効に機能することにより 食品の安全性が確保され また

我が国の食品安全行政は国際的評価を得られるものと考えています。

食品安全委員会の役割3.

食品安全委員会は、食の安全に関し深い識見を有する 名の委員から構成さ7
れ、その下に企画専門調査会、リスクコミュニケーション専門調査会及び緊急

時対応専門調査会のほか、添加物、農薬といった危害要因ごとに専門事項を調

査・審議する専門調査会が設置されています。また、食品安全委員会と専門調

査会の運営のために事務局が設置されています（資料４ 。）

食品安全委員会の最も重要な役割は、食品の安全性を脅かす可能性のある病

原菌、添加物、農薬などの危害要因が、人の健康に与える影響を科学的に調べ

評価すること、すなわちリスク評価を行うことです。

また、食品の安全性について、消費者、食品の生産から販売までの事業者な

（ ）、どの関係者相互間における情報及び意見の交換 リスクコミュニケーション

大規模な食中毒が発生した場合等の緊急の事態への対応などを行っています。

食品安全委員会のこれまでの活動実績4.

食品安全委員会は、平成 年 月 日に第 回食品安全委員会を開催し、15 7 1 1
食品安全委員会運営規程を決定し、公開による審議を原則として、活動を開始

しました。また、 月には初めての専門調査会が開催されました。8
20 6 244 704現在まで 平成 年 月末 に 食品安全委員会は 回 専門調査会は（ ） 、 、

回の開催実績を数えています。これらの食品安全委員会等における審議過程や

審議に用いたデータ等は原則公開されており、政策形成プロセスの透明性が大

きく向上しました。

以下、食品安全委員会のこれまでの活動を、主要な分野ごとに振り返ってみ

ます。

リスク評価の実施4.1

食品安全委員会は、科学的知見に基づき客観的かつ中立公正に食品健康影

響評価（リスク評価）を行い、この 年間で 件の評価結果を通知しまし5 604
た（資料５ 。）
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リスク管理機関からの評価要請に基づく案件について4.1.1

に係るリスク評価4.1.1.1 BSE
この 年間を通じ取り組んできた に係るリスク評価は、食品安全委5 BSE

員会の真価を問われる重要な評価と考えています。 については科学的にBSE
良く分らない部分もある中で、広く国内外から情報・データの収集に努め、

科学的な議論を重ね、慎重な審議を行ってきました。

【 に係る主なリスク評価】BSE
○ 「日本における牛海綿状脳症（ ）対策について（中間とりまとめ 」BSE ）

（ 、 ）平成 年 月評価終了：食品安全委員会審議 回 専門調査会審議 回16 9 2 8
http://www.fsc.go.jp/sonota/chukan_torimatome_bse160913.pdf

○ 「我が国における牛海綿状脳症（ ）対策に係る食品健康影響評価」BSE
（ 、 ）平成 年 月評価終了：食品安全委員会審議 回 専門調査会審議 回17 5 2 8

http://www.fsc.go.jp/bse_hyouka_kekka_170609.pdf
○ 「米国・カナダの輸出プログラムにより管理された牛肉・内臓を摂取する

場合と、我が国の牛に由来する牛肉・内臓を摂取する場合のリスクの同等

性」に係る食品健康影響評価について

17 12 2 10（平成 年 月評価終了：食品安全委員会審議 回、専門調査会審議

http://www.fsc.go.jp/sonota/bse_hyouka_kekka_171208.pdf回）

BSE http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_prion.html【 に関するリスク評価の詳細】

また、 の国内対策については、評価を行ってから既に 年以上が経過BSE 3
、 、していること等から 平成 年 月に食品安全委員会委員長談話を公表し20 7

「我が国における牛海綿状脳症（ ）の現状について」を取りまとめましBSE
た。

【我が国における牛海綿状脳症（ ）の現状に関する食品安全委員会委員長談BSE
http://www.fsc.go.jp/sonota/bse_iinchodanwa_200731.html話について】

食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度に係るリスク4.1.1.2
評価

この 年間における大きな動きとしては、平成 年 月の「食品に残留5 18 5
」 （ ）。する農薬等に関するポジティブリスト制度 の導入が挙げられます 資料６

それまでの食品衛生法の規制では、残留基準が設定されていない農薬、動物

用医薬品、飼料添加物が食品から検出されても、その食品を販売禁止にする
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ことは困難でした。これに対し、ポジティブリスト制度の下では、国内に流

通する食品に残留する可能性がある全ての農薬等に残留基準又は一律基準が

設定され、これらの基準を超える農薬等を含む食品の販売等が禁止されまし

た（資料７ 。この制度の導入に伴い、厚生労働省では、制度導入後、 年） 5
間にわたり、 物質の農薬等の評価を食品安全委員会に要請することとな758
りました。

このため、食品安全委員会では、農薬専門調査会などの専門委員の増員、

調査審議体制の改編や、事務局職員の増員などによる体制の強化を行い、円

滑な調査審議に努めています。

これまで食品安全委員会には、ポジティブリスト制度に関係して 物質233
の評価要請がなされ このうち 物質について評価結果を通知しました 平、 （77
成 年 月末現在 。20 6 ）

リスク管理機関と連携した迅速なリスク評価4.1.1.3
食品安全委員会は、国民の健康の保護が最も重要であるとの基本的認識の

下で、リスク管理機関と連携して、健康被害が発生するおそれが高い食品等

について迅速なリスク評価に努めています。

15例えば、いわゆる健康食品の一つの「アマメシバ」があります。平成

年 月に乾燥粉末状にした加工食品の長期摂取によるものと疑われる重度の8
健康被害事例（閉塞性細気管支炎）が報告されたことから、同月 日に厚29

9生労働省から食品安全委員会にリスク評価の要請がありました このため。 、

月 日の食品安全委員会で審議し、評価結果の取りまとめを行い、厚生労働4
省に通知しました。このほかにも 「コンフリー及びこれを含む食品（自然、

毒を含むいわゆる健康食品等 「アカネ色素（添加物 」及び「メタミドホ）」、 ）

ス（農薬 」なども、リスク管理機関との連携に下に迅速なリスク評価を行）

いました。

【リスク評価結果の詳細】

http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_sonota.html○ アマメシバ等

http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_prion.html○ 自然毒（コンフリー等）

http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_tenkabutu.html○ 食品添加物（アカネ色素等）

http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_nouyaku.html○ 農薬（メタミドホス等）

他のリスク評価事例4.1.1.4
この 年間に、食品安全委員会においては、次のようなリスク評価を実5

施しています。特に、下記のカドミウムに係るリスク評価は、調査審議に

丸 年の歳月を費やし、食品安全委員会の歩みを象徴する代表案件と言え5
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ます。

○ 「魚介類等に含まれるメチル水銀」についての食品健康影響評価

（平成 年 月厚生労働省から評価要請：平成 年 月評価終了）16 7 17 8
http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_kagakubusshitu.html

○ 「大豆イソフラボンを含む特定保健用食品」についての食品健康影響

評価 （平成 年 月及び 月厚生労働省から評価要請：平成 年 月16 1 5 18 5
評価終了）

http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_shinkaihatu_tokuho.html

○ 「食品からのカドミウム摂取の現状に係る安全性確保について」に係

15 7 20る食品健康影響評価 （平成 年 月厚生労働省から評価要請：平成

年 月評価終了）7
http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_kagakubusshitu.html

その他にも、添加物（ 件 、遺伝子組換え食品等( 件)などについても68 61）

リスク評価を終えています。

ガイドラインの策定4.1.1.5
食品安全委員会においては、危害要因ごとに、リスク評価の方針、提出を

求める資料、評価の手順などを示すガイドラインの策定を進めてきました。

平成 年 月に「遺伝子組換え食品（種子植物）の安全性評価基準」を初16 1
、 、めて策定したのを皮切りに これまでに 種類のガイドライン等を策定し11

リスク評価の透明性の確保と審議の円滑化に努めています。

http://www.fsc.go.jp/hyouka/index.html【策定したガイドライン】

自ら評価について4.1.2
食品安全委員会は、農林水産省、厚生労働省等のリスク管理機関から要請

がない場合でも、人の健康に悪影響が及ぶおそれがあるものについては、自

らの判断によりリスク評価を行います。この「自ら評価」は、国内外の関係

機関やマスメディアからの情報、食の安全ダイヤルや食品安全モニター報告

などを通じて寄せられた国民からの情報をもとに評価対象の候補案件を検討

し、企画専門調査会における審議を経て、食品安全委員会で評価を行う案件

を決定しています。

自ら評価案件は、(ｱ)国民の健康への影響が大きいと考えられるもの、(ｲ)

危害要因等の把握の必要性が高いもの、(ｳ)評価ニーズが高いと判断される

もの、を選定してきており、これまでに以下の自ら評価を実施（実施中を含
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む）しました。

① 日本における牛海綿状脳症（ ）対策についてー中間とりまとめーBSE
（平成 年 月評価終了）16 9

② 食中毒原因微生物の食品健康影響評価

平成 年 月：食品安全委員会で自ら評価案件に決定16 12
平成 年 月：食品安全委員会で「食品により媒介される微生物に関す18 6

る食品健康影響評価指針(案)」を決定・公表

平成 年 月：食品安全委員会で「鶏肉を主とする畜産物中のカンピロ19 7
バクター・ジェジュニ コリ」から評価を進めることを/
決定

平成 年 月～：微生物・ウィルス専門調査会にＷＧを設置し、現在、19 10
調査審議中

③ 我が国に輸入される牛肉及び牛内臓に係る食品健康影響評価

平成 年 月：食品安全委員会で自ら評価案件に決定19 5
平成 年 月：外交ルートを通じて、評価対象国 カ国に質問書を発出19 7 14
現在： カ国から回答があり、順次プリオン専門調査会で調査審議を実施中9

④ 食品（器具・容器包装を含む）中の鉛に関する食品健康影響評価

平成 年 月：食品安全委員会で自ら評価案件に決定20 4
現在：化学物質・汚染物質専門調査会で審議中

また、自ら評価案件の選定に合わせて、食品安全委員会では、候補案件と

して検討されたもののうちファクトシートや を作成し情報の公開を行Q&A
う必要があるもの、引き続き情報収集を継続する必要があるもの等の決定も

行っています。

平成 年度においては、食品（器具・容器包装を含む）中の鉛を自ら評19
価案件とする決定に合わせて 「こんにゃく入りゼリー 「体細胞クローン、 」、

」、「 」、「 」、牛 ヘテロサイクリックアミン 多肥栽培による葉物野菜中の硝酸塩

「食器などのプラスチック製品に含まれるビスフェノール 「ポリスチレA」、

ン容器から溶出するスチレントリマー 「複数添加物の複合的な影響 「食」、 」、

品添加物パラオキシ安息香酸エステル類」及び「有機ヒ素化合物（ジメチル

アルシン酸 」に係る案件について、情報収集や情報提供（ やファクト） Q&A
シートの作成）を行うことが決定されました。

【平成 年度自ら評価に合わせて作成された 等】19 Q&A
Q&A : http://www.fsc.go.jp/sonota/sonota_qa/sonota_qa.html

http://www.fsc.go.jp/sonota/factsheets.htmlファクトシートについて：

http://www.fsc.go.jp/koukan/qa1508.html食の安全ダイアルに寄せられた質問等：
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リスク評価を支える調査・研究事業4.1.3
食品安全委員会は、リスク管理機関から独立したリスク評価機関として、

「自ら評価」に代表されるように、主体的にリスク評価に取り組んでいくこ

とが期待されています。このような取組を支えるのが調査・研究事業です。

平成 年度から「食品安全確保総合調査」を実施し、食品中の様々な危害15
要因に関するデータの収集・解析などを行っています。 また、平成 年度17
からは「食品健康影響評価技術研究」により、リスク評価の信頼性を高める

ための手法、ガイドライン作成などに資する学術研究も行っています（資料

。8）

食品安全確保総合調査4.1.3.1
食品安全委員会では、リスク評価を的確に実施するため、食品に係る様々

「 」な危害要因に関するデータの収集・解析などを行う 食品安全確保総合調査

を平成 年度から実施しています。この調査課題の選定や技術提案の審査15
については、食品安全確保総合調査選定会議を設置し、厳正に行っています

（資料 。9）

【調査事業実施実績】

○ 平成 年度 調査15 23
○ 平成 年度 調査16 17
○ 平成 年度 調査17 21
○ 平成 年度 調査18 18
○ 平成 年度 調査19 15

食品健康影響評価技術研究4.1.3.2
食品安全委員会では、リスク評価の信頼性を高める手法、リスク評価ガイ

ドラインの策定などに役立つ研究を行う「食品健康影響評価技術研究」を平

成 年度から実施しています。これは、必要となる研究領域を設定し具体17
的な課題を公募する「研究領域設定型」の競争的研究資金制度で、研究期間

は原則 カ年です。3
この研究課題の選定、中間評価及び事後評価の審査については、食品健康

影響評価技術研究運営委員会を設置し、厳正に行っています（資料 。10）

【研究事業採択実績】

○ 平成 年度 課題17 8
○ 平成 年度 課題18 8
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○ 平成 年度 課題19 9

多様な手段を通じた情報提供4.2

委員長談話など4.2.1
食品安全委員会においては、科学に基づくリスク評価機関としての特性を

活かし、国民が過度の不安を抱いたり、社会的混乱がおこらないよう、食品

摂取による健康被害に関係する重大な事柄について、適時適切に委員長談話

等を公表してきました。

平成 年 月には、国内の鶏等に鳥インフルエンザが数例発生したこと16 3
を受けて、リスク管理機関とともに 「鳥インフルエンザウイルスの人への、

感染の可能性や自宅で飼っている鳥が死んでしまった場合の対処方法」など

について 「国民の皆様へ」と題した談話を厚生労働省、農林水産省、環境、

省と連名で公表しました。

また、平成 年 月には、 の国内対策に関する評価から 年間が経20 7 BSE 3
過したことなどを踏まえ、 の発生状況等も含めて現状のとりまとめを行BSE
うとともに、委員長談話を公表しました。

【これまでに公表した委員長談話など】

「 （ ）」（ 、 、○ 国民の皆様へ 鶏インフルエンザについて 厚生労働省 農林水産省

環境省と連名 （平成 年 月）） 16 3
「 」○ 日本初の 症例が確定したことについての食品安全委員会委員長談話vCJD

（平成 年 月）17 2
17○ 「鳥インフルエンザの発生に関する食品安全委員会委員長談話 （平成」

年 月）6
○ 「米国から到着したせき柱を含む子牛肉の確認について食品安全担当大臣

談話 （平成 年 月）」 18 1
19○ 「鳥インフルエンザの発生に関する食品安全委員会委員長談話 （平成」

年 月）1
○ 「我が国における牛海綿状脳症（ ）の現状に関する食品安全委員会委BSE

員長談話 （平成 年 月）」 20 7

ファクトシートによる情報提供4.2.2
食品安全委員会では、食品の安全性に関する科学的知見を広く国民に分か

りやすく提供するための新たな情報提供の手段として 平成 年度から フ、 「16
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ァクトシート」を作成し、公表を開始しました。ファクトシートは、対象と

なる危害要因のその時点における最新の情報を分かりやすく整理し簡潔にま

とめた資料のことで、これまでに次のものを公表し、逐次更新しています。

○ 「加工食品中のアクリルアミド （平成 年 月）」 16 9
○ 「 熱 「トランス脂肪酸」及び「妊婦のアルコール飲料の摂取によQ 」、

る胎児への影響 （平成 年 月）」 16 12
○ 「ビタミン の過剰摂取による影響 （平成 年 月）A 18 9」

○ 「臭素酸カリウム 「牛の成長促進を目的として使用されるホルモン」、

剤 （平成 年 月）」 19 8

http://www.fsc.go.jp/sonota/factsheets.html【ファクトシートについて】

食品安全総合情報システムの整備4.2.3
、 、食品安全委員会は 国の内外における食品の安全性の確保に関する情報を

リスク管理機関と連携しつつ一元的に収集し、それらの情報について整理・

分析しており、平成 年度以降「食品安全総合情報システム」においてデ17
ータベース化しています。

、 、食品安全総合情報システムにおいては 以下の情報がデータベース化され

リスク管理機関と情報を共有するとともに、個人情報や知的財産権の保護に

配慮しつつ広く国民に提供しています。

【情報の内容】

○ 食品安全委員会が収集する、国内外の食品の安全性の確保に関する情報

○ 食品安全委員会、専門調査会において使用された議事次第、配付資料、議

事録等

○ 食品安全委員会が行った研究や調査に関する情報

○ 食品安全委員会が作成したファクトシートなど

○ 食の安全ダイヤルへの問合せや食品安全モニターからの報告とそれらに対

する関係機関のコメント

○ 食品安全に関する用語

ホームページや広報誌による情報提供4.2.4
食品安全委員会は、平成 年 月にホームページを開設し、食品安全委15 7

員会や専門調査会の資料や議事録を掲載するとともに、リスク評価結果の分

かりやすい解説記事や各種危害要因に係るファクトシート、食品安全委員会

に寄せられた質問等をもとに作成された 集、子供向け解説ページのキQ&A
ッズボックス等を掲載してきました。
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季刊誌「食品安全」は、平成 年 月に創刊号が発行されました。これ16 6
まで食品安全委員会が行ったリスク評価結果や国民の関心の高い事柄を題材

16に リスク分析の考え方を分かりやすく解説しており これまでの発行は、 、

号を数えています。

また、平成 年 月からメールマガジン（通称「食品安全委員会ｅ マガ18 6 -
ジン ）の配信を始めました。原則として、毎週金曜日に、食品安全委員会」

等の会議結果概要や開催案内などの新着情報、食品安全委員会委員のコラム

などを、約 名の会員に配信し、平成 年 月に 号を迎えました。6,200 20 6 100
そのほか、食品安全に関する普及啓発活動や食育に資するパンフレット、

リーフレット、食品の安全性に関する用語集、リスク評価の内容を分かりや

すく紹介した 等を作成しています。DVD

【これまでに作成した 】DVD
○ 平成 年度作成： 気になるメチル水銀」17 「

○ 平成 年度作成： 世紀の食の安全〈リスク分析手法の導入 「遺伝子18 21「 〉」、

組換え食品って何だろう～そのしくみと安全性～」＊

「気になる農薬～安心して食べられる？～」＊

○ 平成 年度作成： 何を食べたら良いか？考えるためのヒント～一緒に考19 「

えよう！食の安全～」＊

「気になる食品添加物」＊

http://www.fsc.go.jp/osirase/dvd-ichiran.html＊：映像をネットで配信しているもの：

食品の安全性の確保に関する施策の実施状況の監視等4.3

リスク評価の結果に基づく施策の実施状況の監視4.3.1
食品安全委員会は、リスク評価の結果が食品の安全性の確保のためのリス

ク管理機関の施策に反映されているかどうかを監視し（モニタリング 、必）

要があると認めるときは、内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること

となっています（資料 。この規定に基づき、平成 年度に第 回目の11 16 1）

モニタリングが行われました。その後、同年 月までの間にリスク評価の結3
果を通知した 品目について、その評価結果が食品の安全性の確保に関す63
る施策に反映されているか把握するため、厚生労働省及び農林水産省に対し

。 、 、調査を行いました このモニタリングは 半年ごとにこれまで 回実施され8
その結果、勧告の必要性は認められませんでした。
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食品の安全性の確保のため講ずべき施策についての建議4.3.2
食品安全委員会は、食品の安全性の確保に関する施策を適切に推進するた

めに必要があると認めるときは、関係行政機関の長に意見を述べます。

平成 年 月には、この規定に基づき 「食品に残留する農薬等に関する17 4 、

ポジティブリスト制度の導入について（意見 」を厚生労働大臣に通知しま）

した。具体的には、暫定基準を設定すべき物質について再検討を行うこと、

リスク評価計画を策定し、食品安全委員会の了承を得ること等、農薬等に関

するポジティブリスト制度の導入に際し留意すべき事項を意見として述べて

います。また、平成 年 月には 「飼料中の残留農薬基準の設定について18 3 、

（意見 」を農林水産大臣に意見として述べています。）

食品安全モニターの活動4.3.3
食品安全モニターは、食品安全委員会が行ったリスク評価結果や、それに

基づいたリスク管理機関の施策、個別の食品の安全性などについて、消費者

の方々に日常の生活を通じて意見・情報をいただき、食品安全委員会の活動

の参考とする制度です。平成 年度から年度ごとに、全国各地の 名の15 470
方に「食品安全モニター」になっていただいています。

食品安全モニターの方々には、以下の活動をお願いしており、寄せられた

意見等についてはコメントを付して食品安全委員会に報告した上で、ホーム

ページに掲載しています。モニターの方々から寄せられた意見等は、これま

で 件にのぼります（平成 年 月末現在 。2,837 20 6 ）

【活動内容】

○ 食品安全行政などに関する意見の提出（随時報告）

○ 食品の安全性に関する調査についての報告（課題報告）

○ 食品の安全性に関する危害情報を入手した場合の情報提供

○ 地域で開催する食品安全モニター会議出席

○ 地域への日常生活を通じた情報提供

食の安全ダイヤル4.3.4
「食の安全ダイヤル」は、広く消費者の方々から食品の安全性についての

情報提供やご意見、ご質問をいただくとともに、食品の安全性に関する知識

と理解を深めていただけるよう、食品安全委員会事務局内に設置された情報

窓口です。平成 年 月に設置され、これまでに 件の問合せ・意見15 8 4,025
等が寄せられました。寄せられた問合せ等のうち、多く寄せられるものにつ

いては、 として整理し、毎月、食品安全委員会に報告した上で、ホーQ&A
ムページに掲載しています。
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http://www.fsc.go.jp/koukan/qa1508.html【食の安全ダイアルに寄せられた質問等】

リスクコミュニケーションの実施4.4

リスクコミュニケーションとは 「食品の安全性について消費者を含む関、

係者との間で情報の共有や意見を双方向的に交換すること」であり、リスク

。 、 、 、分析の主要な三要素の一つです 関係省庁・地方公共団体 生産者 事業者

研究者、そして消費者（国民）等が関係者に含まれます。

リスクコミュニケーションの目的は、社会全体でリスクに対して適切な対

応をとれるようにすることです。これは、誤った情報が一人歩きしたり、一

方的な意見・主張が横行したりすることを防ぐためにも役立ちます。

食品安全委員会では、各地で開催する意見交換会をはじめ、インターネッ

ト等での情報公開、印刷物や各種メディアによる情報発信・伝達など、あら

ゆる機会とコミュニケーション手段を用いて、リスクコミュニケーションの

推進に努めています。

また、リスクコミュニケーション専門調査会において、リスクコミュニケ

ーションの推進のあり方について検討を進め 「食の安全に関するリスクコ、

ミュニケーションの改善に向けて（報告書 （平成 年 月）を取りまと）」 18 11
めました。この報告書に基づいて、現在、リスクコミュニケーションに関す

る事業を進めているほか、同報告書で提起された課題について同専門調査会

で検討を進めています。

意見交換会等の開催4.4.1
食品安全委員会では、これまでにリスク管理機関や地方公共団体と連携し

て、 回にのぼる意見交換会を開催しました（資料 。主なテーマとし324 12）
て 「我が国の 対策 「魚介類等に含まれるメチル水銀 「遺伝子組換、 」、 」、BSE
え食品 「薬剤耐性菌 「鳥インフルエンザ 「食中毒原因微生物 「大豆」、 」、 」、 」、

イソフラボンを含む特定保健用食品 「食育」などを取り上げました。」、

このうち を例にとると、これまでに食品安全委員会主催又は食品安BSE
、 、「 」、全委員会 厚生労働省及び農林水産省の共催で 我が国の 国内対策BSE

「米国産牛肉輸入問題 「海外の 研究」などをテーマに 回の意見」、 BSE 159
交換会を開催しました。これらの意見交換会には消費者、農家、食肉加工・

流通業者、行政関係者など延べ約 人が参加しています。21,000
特に、平成 年 月 日に厚生労働省及び農林水産省から諮問された16 10 15

「我が国における牛海綿状脳症（ ）対策の見直し」に関しては、プリオBSE
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16 11 17ン専門調査会における議論の参考とするため、平成 年 月から平成

年 月にかけて全国 都道府県・ 会場で意見交換会を開催しました。参1 47 50
加者総数は約 人にのぼり、様々な立場の方々から、飼料規制、 除5,600 SRM
去、検査などについて多岐にわたる意見が出されました。この時の意見交換

会参加者に対するアンケート結果では、例えば「日本における の発生BSE
60 32 1状況 について ％の人が 理解が深まった ％の人が 変化なし」 、 「 」、 「 」、

％の人が「わからなくなった」との回答が得られました（ ％の人が「無回7
答 。」）

このほか、平成 年度には、食の安全を理解する上での食育の役割を踏19
まえ、小学生に楽しみながら食の安全について理解を深めてもらうために、

「ジュニア食品安全委員会」を開催しました。初めての試みでしたが、参加

した小学生から好評を博したところであり、今後とも充実を図っていきたい

と考えています（資料 。13）

リスクコミュニケーション推進事業4.4.2
食品安全委員会は、平成 年度から、地域におけるリスクコミュニケー18

ションを積極的に推進するため、地方公共団体と協力して 「食品の安全性、

」 。 、 、に関する地域の指導者育成講座 を開催しています この事業は 行政職員

消費者団体、食品事業者など、地域の集まりで食の安全に関して話題提供を

行う機会のある方を対象に、リスク分析の考え方や食品安全委員会の役割、

リスクコミュニケーションなどについて理解を深めていただくことを目的と

、 。 、して コニュニケーション能力を高める演習等を行っています これまでに

全国で 回開催し、計 人の方が参加しました。25 1,679
また、平成 年度からは 「食品の安全に関するリスクコミュニケーター19 、

育成講座」も開催しています。この事業は 「地域の指導者育成講座」の受、

講者等を対象に、地域でリスクコミュニケーションを実施する際に、様々な

参加者 消費者 事業者など の相互の意思疎通を円滑にする役割を担う リ（ 、 ） 「

11スクコミュニケーター」を育成するためのものです。これまでに全国で

回開催し、計 人の方が、ファシリテーション（様々な関係者の立場や主325
、 、 ）張を理解し 意見や論点を明確にするなど 効果的に意見交換を進める手法

の基本的スキルなどについて理解を深めました。

さらに、食品安全委員会では、これら２つの講座に加えて、食品安全に係

る科学的知見に関する情報を分かりやすく提供できる能力の育成を目的とし

て、平成 年度から 「科学的知見に関する情報を分かりやすく説明できる20 、

リスクコミュニケーター（インタープリター）の育成を目的とした講座」を

13



開催することにしています。

これらの講座の受講生の方々が地域のリスクコミュニケーションを円滑に

進める推進役として活躍されることを期待しており、その活動の基盤となる

各種情報の提供等に努めるなどの支援を行っています。

リスク評価等に関する審議結果案についての意見・情報の募集4.4.3
食品安全委員会では、リスク評価等に関する審議結果案について、審議結

果への反映を図るため、個々の案件につき原則 日間、国民からの意見・30
情報の募集を行っています。これまでの実施回数は 回にのぼります。353

平成 年度においては、メタミドホス（農薬）などのポジティブリスト19
に係る暫定基準等の評価結果案のほか、平成 年度食品安全委員会運営計20
画案などを加えた合計 案件について国民からの意見・情報の募集を行111
い、このうち 案件について、計 通にのぼる意見等が寄せられました。23 41
寄せられた意見等に対しては、原案の修正や意見に対する回答を作成し、食

品安全委員会での審議を経て、公表しています。

緊急事態等への対応5.

食品安全委員会の役割の大きな柱の一つは、緊急事態への対応があります。

例えば大規模、広域に発生した食中毒など、食品が原因となって国民に大きな

被害が生じるおそれがおある場合には、食品安全委員会とリスク管理機関を含

め政府全体での早急な対応が必要となります。この中で、食品安全委員会は、

被害の未然防止、拡大や再発の防止のため、国の内外から情報の収集・整理を

行って事態を把握し、国民の皆様に分かりやすく情報を提供するほか、必要に

応じてリスク評価を行うなどの役割を担っています（資料 。14）
、 、このような緊急事態の発生に備えて 食品安全委員会及びリスク管理機関は

平成 年 月に、緊急時における国の対応の在り方等に関するマニュアルと16 4
して 「食品安全関係府省緊急時対応基本要綱」を申し合わせとして策定しま、

した。また、これに合わせて、食品安全委員会においては「食品安全委員会緊

急時対応基本方針」を策定しました。その後も必要なマニュアル等の整備を進

め、平時から緊急事態の発生に備えた体制を整備するとともに、平成 年度18
からは、緊急時対応訓練を実施しています。また、平成 年 月には 「緊19 12 、

急時対応訓練」の検証を行いました。

また、平成 年 月 日に明らかになった中国産冷凍ギョウザ問題に際し20 1 30
ては、翌日の 日に開催された「食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚31

14



による会合申合せ」に基づき、被害拡大防止、原因究明及び再発防止策につい

て、政府一丸となって取り組みました。食品安全委員会においては、ホームペ

ージなどを通じて科学的知見などの情報提供を行うとともに、被害の原因とさ

れた有機リン系殺虫剤のメタミドホスについてリスク評価を迅速に行いまし

た。

国際化への対応6.

食品安全委員会は、国際機関や諸外国の公的機関等との連携、海外の最新の

科学的知見やリスクコミュニケーションに関する情報の収集、世界に向けた食

品安全委員会の活動の積極的な情報発信などにより、国際的な調和にも努めて

います。

リスク評価関係では、国際機関や外国政府機関との連携を深め、リスク評価

結果やその根拠となった科学的データの相互提供、リスク評価手法やリスク評

価に当たっての個別の課題についての意見交換を進めています。特に、欧州食

品安全機関（ ）との間では、近く 「欧州食品安全機関と食品安全委員会EFSA 、

との協力に関する覚書」を締結する見込みです。

このほか、コーデックス委員会 、世界保健機関（ ） 国連食料農業機関※ WHO /
（ ）の専門家会議、経済協力開発機構（ ）などの海外で開催されるFAO OECD
食品安全に関する会合に食品安全委員会からも専門家を派遣することや、海外

から専門家を招聘することなどにより、国際基準との調和を図るとともに国際

的な最新の動きについて情報収集を行っています（資料 。15）
また、食品安全委員会では、リスク評価結果（評価書）や評価指針などの英

訳を進め、これを英語版のホームページに掲載して海外へ情報発信を行ってい

ます。

※ といい、消費者の健康の保護、食品の公正な貿易の確: Codex Alimentarius Commission
保等を目的として、 年に と により設置された国際的な政府間機関で1962 FAO WHO
あり、国際食品規格の作成等を行っています。
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「
Ｂ
Ｓ
Ｅ
問
題
に
関
す
る
調
査
検
討
委
員
会
」
の
報
告
書
に
お
い
て
、
リ
ス
ク
分
析
手
法
の
導

入
、
リ
ス
ク
評
価
機
能
を
中
心
と
す
る
新
た
な
行
政
機
関
の
設
置
等
を
提
言 （
平
成
１
４
年
４
月
）

食
品

安
全

基
本

法
の

制
定

と
食

品
安

全
委

員
会

の
設

置

「
食
品
安
全
行
政
に
関
す
る
関
係
閣
僚
会
議
」
に
お
い
て
、
「
今
後
の
食
品
安
全
行
政
の
あ
り
方

に
つ
い
て
」
と
し
て
、
食
品
安
全
委
員
会
の
設
置
等
を
取
り
ま
と
め

（
平
成
１
４
年
６
月
）

国
民
の
健
康
保
護
を
最
優
先
と
す
る
等
の
基
本
理
念
、
関
係
者
の
責
務
、
役
割
、
食
品
安
全
委
員

会
の
設
置
等
を
内
容
と
す
る
「
食
品
安
全
基
本
法
」
の
制
定

（
平
成
１
５
年
５
月
成
立
、
７
月
施
行
）

食
品
安
全
に
関
す
る
リ
ス
ク
評
価
（
食
品
健
康
影
響
評
価
）
を
関
係
各
省
か
ら
独
立
し
て
行
う

機
関
と
し
て
食
品
安
全
委
員
会
を
新
た
に
内
閣
府
に
設
置

（
平
成
１
５
年
７
月
）
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①①
国
民
の
健
康
の
保
護
が
最
も
重
要
で
あ
る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
、
必
要
な
措
置
を

国
民
の
健
康
の
保
護
が
最
も
重
要
で
あ
る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
、
必
要
な
措
置
を

実
施

実
施

②②
食
品
供
給
行
程
の
各
段
階
に
お
い
て
、
安
全
性
を
確
保

食
品
供
給
行
程
の
各
段
階
に
お
い
て
、
安
全
性
を
確
保

③③
国
際
的
動
向
及
び
国
民
の
意
見
に
十
分
配
慮
し
つ
つ
科
学
的
知
見
に
基
づ
き
、
必
要
な
措

国
際
的
動
向
及
び
国
民
の
意
見
に
十
分
配
慮
し
つ
つ
科
学
的
知
見
に
基
づ
き
、
必
要
な
措

置
を
実
施

置
を
実
施

基
本
理
念

○○
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務

国
及
び
地
方
公
共

団
体
の
責
務

○○
食
品
関
連
事
業
者
の
責
務

食
品
関
連
事
業
者

の
責
務

○○
消
費
者
の
役
割

消
費
者
の
役
割

関
係
者
の
責
務
・
役
割

措
置
の
実
施
に
関
す
る

基
本
的
事
項
の
策
定

（
閣
議
決
定
）

（
リ

ス
ク
分
析
手
法
の
導
入
）

（
リ

ス
ク
分
析
手
法
の
導
入
）

○○
リ
ス
ク
評
価
（
食
品
健
康
影
響
評
価
）
の
実
施

リ
ス
ク
評
価
（
食
品
健
康
影
響
評
価
）
の
実
施

○○
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
に
基
づ
く
施
策
の
策
定

リ
ス
ク
評
価
の
結
果
に
基
づ
く
施
策
の
策
定

○○
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

等等

施
策
の
策
定
に
係
る
基
本
的
な
方
針

食
品
安
全
委
員
会
の
設
置

食
品

安
全

基
本

法
の

ポ
イ
ン
ト
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リ
ス
ク
分

析
手

法
の

３
つ
の

要
素

科
学
的

知
見

国
民

感
情

費
用

対
効

果

技
術

的
可

能
性

（
食
品
安
全
委
員
会
）

リ
ス
ク
評

価

食
品

中
の

危
害

物
質

摂
取

に
よ
る

健
康

影
響

評
価

の
実

施

リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

使
用

基
準

・
残

留
基

準
等

を
決

定

評
価

結
果

に
基

づ
き

（
厚
労
省
、
農
水
省
等
）

リ
ス
ク
管

理
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１
４
専
門
調

査
会

企
画

緊
急
時
対
応

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

化
学

物
質

系
グ

ル
ー

プ
:農

薬
、

添
加

物
等

生
物

系
グ

ル
ー

プ
:微

生
物

・
ウ

イ
ル

ス
、

プ
リ

オ
ン

等

新
食

品
グ

ル
ー

プ
：

遺
伝

子
組

換
え

等

専
門
委
員
：
の
べ
２
４
７
名

食
品
安
全
委
員
会
は
７
人
の
委
員
か
ら
構
成

７
名

食
品
安
全

委
員
会
委
員

事
務
局
（
職
員
５
９
名
、
技
術
参
与
３
４
名
）

平
成

２
０

年
６

月
末

現
在

食
品
安

全
委

員
会

の
構
成
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（参考２）

区分 要請件数
うち
２０年度分 自ら評価

合計 評価終了
うち
20年度分

意見
募集中

審議中

添加物 85 2 0 85 68 1 4 13

農薬 426 14 0 426 168 14 11 247
うちポジティブリスト関係 164 4 0 164 55 7 5 104

うち清涼飲料水 93 0 0 93 11 2 0 82

動物用医薬品 278 9 0 278 187 22 10 81
うちポジティブリスト関係 78 0 0 78 27 4 2 49

化学物質・汚染物質 53 2 1 54 20 9 1 33
うち清涼飲料水 48 0 0 48 16 7 0 32

器具・容器包装 4 0 0 4 4 0 0 0

微生物・ウィルス 3 0 1 4 3 0 0 1

プリオン 11 0 2 13 11 0 0 2

かび毒・自然毒等 3 0 0 3 3 0 0 0

遺伝子組換え食品等 74 5 0 74 61 1 1 12

新開発食品 67 1 0 67 54 0 0 13

肥料・飼料等 28 0 0 28 24 5 0 4
うちポジティブリスト関係 7 0 0 7 3 1 0 4

動薬・肥飼料・微生物合同 2 0 0 2 1 0 0 1

新開発・添加物合同 1 0 0 1 0 0 0 1

合計 1035 33 4 1039 604 52 27 408

        ３　意見募集中欄には、意見情報の募集を締め切った後に検討中のものも含む。

（平成２０年　６月３０日現在）

食品健康影響評価の審議状況

（注） １　審議中欄には、審議継続の案件のほか、今後検討を開始するものを含む。

　　　 ２　リスク管理機関から、評価要請後に取り下げ申請があった場合には、その分を要請件数から減じている。
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農
薬
、
飼
料
添
加
物
及
び
動
物
用
医
薬
品

農
薬
、
飼
料
添
加
物
及
び
動
物
用
医
薬
品

食
品
の
成
分
に
係
る
規
格

（
残
留
基
準
）
が
定
め
ら
れ

て
い
る
も
の

食
品
の
成
分
に
係
る
規
格
（
残
留
基
準
）

が
定

め
ら
れ
て
い
な
い
も
の

農
薬

等
が

残
留

し
て
い
て
も
基

本
的

に
流

通
の

規
制

は
な
い

【
こ
れ
ま
で
の
規
制
】

２
５
０
農

薬
、
３
３
動

物
用

医
薬

品
等
に
残
留
基
準
を
設
定

残
留

基
準

を
超

え
て
農

薬
等

が
残

留
す

る
食

品
の

流
通

を
禁

止

食
品

に
残

留
す
る
農

薬
等

に
関

す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
制

度
の

導
入

（
第

１
１
条

第
３
項

関
係

）

農
薬

、
飼

料
添

加
物

及
び
動

物
用

医
薬

品
農

薬
、
飼

料
添

加
物

及
び
動

物
用

医
薬

品

食
品
の
成
分
に
係
る
規
格

（
残
留
基
準
）
が
定
め
ら
れ

て
い
な
い
も
の

食
品
の
成
分
に
係
る
規
格

（
残
留
基
準
）
が
定
め
ら
れ

て
い
る
も
の

残
留

基
準

を
超

え
て
農

薬
等

が
残

留
す
る
食
品
の
流
通
を
禁
止

一
定
量
を
超
え
て
農
薬
等
が
残
留

す
る
食
品
の
流
通
を
禁
止

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
制
度
の
施

行
ま
で
に
、
現

行
法

第
１
１
条

第
１
項

に
基

づ
き
、
農

薬
取

締
法
に
基
づ
く
基
準
、
国
際
基
準
、

欧
米

の
基

準
等

を
踏

ま
え
た

暫
定

的
な
基

準
を
設

定

厚
生
労
働
大
臣
が

指
定

す
る
物

質

人
の

健
康

を
損

な
う

お
そ
れ

の
な
い
こ
と

が
明

ら
か

で
あ
る
も

の
を
告
示

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
制
度
の

対
象
外

【
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
制
度
】
・
・
・
・
・
平
成

１
８
年

５
月

２
９
日

施
行

人
の

健
康

を
損

な
う
お
そ

れ
の

な
い
量

と
し
て
厚

生
労
働
大
臣
が
一
定
量
を
告

示

７
９
９
物

質

暫
定

基
準
設

定
物

質
７
５
８
物
質

残
留

基
準
設

定
物

質
４
１
物
質

暫
定
基
準
が
定
め
ら
れ
て
い
な
い

も
の
に
適
用

0.
01
p
pm

※
ｐ
ｐ
ｍ
は
、
百
万

分
の
１

(m
g/
kg
)

６
５

物
質

（
注
）
物

質
数

は
、
今

後
修

正
さ
れ

る
場

合
が

あ
る
。
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濃 度

２
８
３
物

質
×

約
１
７
０
食

品

－
0
.0
1

（
pp
m
）

－
0
.1

－
1

－
1
0

－
1
0
0

に
残

留
基

準
を
設

定
対
象
外
物

質
（
６
５
物

質
）

残
留

基
準
が

設
定

さ
れ
て
い
な
い
農

薬
等

が
検

出
さ
れ

て
も
基

本
的

に
流

通
の

規
制

は
な
い

従
来

の
農
薬

等
の

規
制

（
残

留
し
て
は

な
ら
な
い
農

薬
を
作

物
ご
と
に
リ
ス
ト
化
）

濃 度

お そ れ の な い 物 質
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食品の安全性の確保のため、

□ 法第２１条第２項の基本的事項に関する意見具申

□ 食品健康影響評価（リスク評価）

□ リスク評価結果に基づいて講ずべき施策について関係大臣へ勧告

□ 関係行政機関の施策実施状況を監視、必要に応じ関係大臣へ勧告

□ 重要事項を調査審議し、必要に応じ関係行政機関に意見具申

第１号から第５号に掲げる事務を行うために、

□ 必要な を行う

◇ ◇　食品に関する様々な危害要因

に対してのリスク評価に資する

データの収集・整理・解析等

　最新の食品科学や分析技術を

踏まえた評価方法の開発及び高

度化

法第２３条（所掌事務）第１項第１号から第５号の事務

食品安全基本法第２３条に基づく科学的調査及び研究

法第２３条第１項第６号の事務

食品安全確保総合調査 食品健康影響評価技術研究

科学的調査 及び 研　　究
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平成１５年度食品安全確保総合調査の調査課題一覧

1 評価課 食品に含まれる汚染物質等の健康影響評価に関する情報収集調査 （株）三菱化学安全科学研究所

2 〃 伝達性海綿状脳症に係る食品等のリスク評価手法に関する調査 （株）三菱総合研究所

3 〃 発がん性のリスク評価に関する情報収集調査 （独）科学技術振興機構

4 〃 微生物由来の食中毒の防止に関する情報収集調査 （株）三菱総合研究所

5 〃 メチル水銀のリスク評価手法に関する調査 （学）東邦大学

6 〃 タンパク質のアレルギー評価手法に関する調査 ＣＴＣラボラトリーシステム(株)

7 〃 種子植物・菌類を利用した健康食品中の有害な成分に関する調査 （株）三菱総合研究所

8 情報･緊急課 国際機関及び米国における食品の規格基準・安全性確保対策に関する調査 （独）農林水産消費技術センター

9 〃 イギリス及びカナダの食品の安全に係る緊急時対応に関する調査 （株）ＵＦＪ総合研究所

10
〃

ドイツ及びフランスの食品の安全に係る緊急時対応に関する調査 中央労働災害防止協会

11 〃 食品の安全に係る緊急事態に備えた中国の食品の制度に関する調査 （社）食品流通システム協会

12 〃
ＥＵ、ＥＵ３カ国（イタリア、デンマーク、ポルトガル）及びスイスの食品安
全に係る緊急時対応等に関する調査

（株）大和総研

13 〃 食品の安全に係る緊急事態に備えた口蹄疫を例とした食品衛生対策の事例調査 （社）畜産技術協会

14 〃 食品の安全に係る緊急事態に備えた英国におけるｖＣＪＤの疫学に関する調査 （学）昭和大学

15 〃
国内で発生した事故・事例を対象とした食品の安全に係る情報の収集と提供に
関する調査

（株）ぎょうせい

16 評価課 食品への放射線照射技術の安全性に関する欧米の取組状況調査 （株）三菱総合研究所

17 評価課
カルバドックス及びその代謝物の高感度分析法の開発と市販豚肉中等における
残留状況実態調査

（財）食品分析センター

18 〃 食品のリスク管理の実施状況等に関する調査 （財）食品分析センター

19 〃 家畜等の食中毒細菌に関する汚染実態調査 （財）食品分析センター

20 評価課 アマメシバ粉末のラットを用いた反復投与毒性試験調査 （株）三菱化学安全科学研究所

21 〃 アマメシバ粉末等中の有害成分に関する分析調査 （株）東レリサーチセンター

22 勧告広報課 食品の安全性に係るリスクコミュニケーション等に関する調査 （株）富士総合研究所

23 〃 食品の安全性に関するアンケート等調査 （株）富士総合研究所

５．リスクコミュニケーションに関する調査

１．食品安全情報の収集・整理・解析に関する調査

２．食品健康影響評価データ収集調査（リスク評価データ収集調査）

３．食品安全実態モニタリング調査

４．食品健康影響評価における危害の解析に関する調査（食品安全評価における危害の解析に関する調査）

番号 調査実施機関担当課 調　　査　　課　　題　　名
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平成１６年度食品安全確保総合調査の調査課題一覧

１．食品安全情報の収集・整理・解析に関する調査

１ 評価課
遺伝子組換え微生物の腸内細菌叢への影響に関する安全性評価手法等に関す
る文献等の収集・整理及び海外実態等の調査

（財）日本ビフィズス菌センター

2 〃 食品添加物のリスク評価に関する情報収集調査 （独）科学技術振興機構

3 〃 食肉に含まれる肥育ホルモンの健康影響評価に関する情報収集調査 （株）三菱化学安全科学研究所

4 〃 健康食品中の有害な成分に関する調査 （株）三菱総合研究所

5 〃 食品などに係るかび毒・自然毒のリスク評価に関する情報収集調査 （財）国際医学情報センター

6 〃 遺伝子組換え食品等の安全性評価のための調査 （株）三菱総合研究所

7 〃 放射線照射食品の安全性に関する文献調査等の収集・整理等の調査 （独）食品総合研究所

8
情報・緊急
時対応課

畜産物等食品を由来とする人獣共通感染症の発生に係る緊急事態に備えた食
品の安全性の確保に関する調査

（社）畜産技術協会

２．リスク評価データ収集調査（食品健康影響評価データ収集調査）

9 評価課 薬剤耐性菌の出現等に関する文献の収集・整理及びその解析調査 （財）畜産生物科学安全研究所

10 〃 畜産物中の残留農薬の評価手法調査 （財）残留農薬研究所

11 〃 平成１６年度食品に残留する農薬等の評価基礎調査 （株）三菱化学安全科学研究所

12 〃
平成１６年度食品に含まれる汚染物質等の健康影響評価に関する情報収集調
査

（株）三菱化学安全科学研究所

３．食品安全実態モニタリング調査

13 評価課 農薬暴露評価基礎資料調査 （財）日本食品分析センター

14 〃 食品中に含まれるパツリン（かび毒）の汚染実態調査 （財）日本食品分析センター

15 〃 家畜等の食中毒細菌に関する汚染実態調査 （財）日本食品分析センター

４．食品安全評価における危害の解析に関する調査

16 評価課 アマメシバ粉末のラットを用いた反復投与毒性試験（第２期）調査 （株）三菱化学安全科学研究所

５．リスクコミュニケーションに関する調査

17 勧告広報課 リスクコミュニケーションに関する調査 （株）ＵＦＪ総合研究所

番号 担当課 調査決定課題名 調査実施機関
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平成１７年度食品安全確保総合調査の調査課題一覧

１．食品安全情報の収集・整理・解析に関する調査

１ 評価課 平成１７年度食品に含まれる化学物質等の健康影響評価に関する情報収集調査 (株)三菱総合研究所

2 〃
化学物質系評価法に関する文献調査(ハイリスク(妊婦、乳幼児、高齢者、高血圧・糖尿服薬
中))

(財)国際医学情報センター

3 〃 遺伝子組換え魚類等の安全性評価のための調査 (株)三菱総合研究所

4 〃 食品における世界各国の微生物規格基準に関する情報収集調査 (財)国際医学情報センター

5 〃 肥料中の有害物質の挙動に関する文献及び肥料の安全性に関する国際的な制度の調査 (財)日本土壌協会

6
情報･緊急時対
応課

オーストラリアおよびニュージーランドにおけるの食品の安全に係る体制に関する調査 (株)ＵＦＪ総合研究所

7 〃 食中毒の集団発生等に係る緊急事態に備えた食品の安全保障の確保に関する調査 (社)日本食品衛生協会

8 〃 国内等で発生した事故・事例を対象として食品安全に係る情報収集と提供に関する調査 (株)ぎょうせい

9 〃 主要国による牛海綿状脳症のステータス評価手法に関する情報収集と現状調査 (社)畜産技術協会

10 〃 健康食品等による健康被害の予備的調査 学校法人兵庫医科大学

11 〃
健康食品等による健康被害に係る緊急事態に備えた食品の安全性の確保に関する調査(海外
調査分)

(社)食品流通システム協会

12 〃 放射性物質により汚染された食品の健康影響評価等に関する文献調査 （財）原子力安全技術センター

２．リスク評価データ収集調査（食品健康影響評価データ収集調査）

13 評価課 食品添加物のリスク評価に関する情報収集調査 (独)科学技術振興協会

14 〃 伝達性海綿状脳症（ＴＳＥ）に係るリスク評価に関する調査 (株)三菱総合研究所

15 〃 食品に残留する農薬等の評価基礎調査 (株)三菱化学安全科学研究所

３．食品安全実態モニタリング調査

16 評価課 農薬暴露評価基礎資料調査 (財)日本食品分析センター

17 〃 畜水産食品における薬剤耐性菌の出現実態調査 (財)東京顕微鏡院

18 〃
食品中に含まれるカビ毒（オクラトキシン、アフラトキシン、ゼアラレノン）の汚染実態調
査

(財)日本食品分析センター

４．食品安全評価における危害の解析に関する調査

19 評価課 アマメシバ粉末のラットを用いた反復投与毒性試験（第3期）調査 (株)三菱化学安全科学研究所

５．リスクコミュニケーションに関する調査

20 勧告広報課 食品の安全性に係るリスクコミュニケーション等に関する調査 アミタ㈱

21 評価課 食品健康影響評価等に対する理解状況及び促進に関する調査研究 (株)ＮＨＫエンタープライズ

番号 調査実施機関担当課 調査課題名
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１．食品安全情報の収集・整理・解析に関する調査

1 評価課 食品に含まれるトランス脂肪酸の評価基礎資料調査 （財)日本食品分析センター

2 評価課 食品により媒介される微生物に関する食品健康影響評価に係る情報収集調査 （財)国際医学情報センター

3 評価課 農薬の複合影響評価法に関する文献調査 ㈱三菱化学安全科学研究所

4 評価課 食品添加物の複合影響に関する情報収集調査 (株)三菱総合研究所

5 評価課 先進国における健康食品に関する安全性評価のための調査 (財)未来工学研究所

6 評価課 魚介類の自然毒に係る調査 　㈱三菱総合研究所

7 評価課 ひじきに含まれるヒ素の評価基礎資料調査 ㈱三菱化学安全科学研究所

8 評価課
「平成18年度評価依頼計画物質」に掲載された農薬、動物用医薬品及び飼料
添加物に関する文献調査及び情報整理

㈱三菱化学安全科学研究所

9 情報課 ＢＳＥに関するリスク評価に資する情報収集調査 (社)畜産技術協会

10 情報課 食品の安全性の確保のためのリスク評価に関する研究内容・研究者等の調査 (独)科学技術振興機構

11 情報課 食品安全に関する緊急時対応体制強化に関する検討に資する調査 ㈱三菱総合研究所

12 情報課 諸外国における食品事故及びその対応等に関する調査 三菱UFJﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

２．リスク評価データ収集調査

13 評価課 動物用抗菌性物質の微生物学的影響についての調査 　㈱三菱化学ビーシーエル

３．食品安全実態モニタリング調査

14 評価課 畜水産食品における薬剤耐性菌の出現実態調査 (財)日本食品分析センター

４．食品安全評価における危害の解析に関する調査

15 評価課
食品中に含まれるカビ毒(オクラトキシン、アフラトキシン、ゼアラレノン)
の汚染実態調査

（財)日本食品分析センター

５．リスクコミュニケーションに関する調査

16 勧告広報課 食品の安全性に係るリスクコミュニケーションに関する調査 ㈱三菱総合研究所

17 評価課
平成１８年度食品健康影響評価等に対する理解状況及び促進に関する調査研
究(農薬のリスク評価 食品安全委員会の役割篇)

　㈱ＮＨＫエンタープライズ

18 評価課
平成１８年度食品健康影響評価等に対する理解状況及び促進に関する調査研
究(遺伝子組換食品等の安全性審査への理解篇)

　㈱ＮＨＫエンタープライズ

調査実施機関

平成１８年度食品安全確保総合調査課題一覧

担当課 調査課題名番号
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番号 担当課 課題名 調査実施機関

1 評価課 食品添加物のリスク評価ガイドライン構築のための基礎的調査 (財)国際医学情報センター

2 情報課 食品安全に関する緊急時対応訓練の効果的な実施に関する調査 ㈱三菱総合研究所

3 評価課 畜水産食品における薬剤耐性菌の出現実態調査 (財)日本食品分析センター

4 広報課
食品健康影響評価等に対する理解状況及び促進に関する調査（食品
添加物の安全性評価への理解編）

㈱NHKエンタープライズ

5 情報課
食品に含まれるクロロプロパノール類に関する安全性評価に資する情
報収集調査

（財）日本食品分析センター

6 情報課 食品に含まれるフランに関する安全性評価に資する情報収集調査 （財）日本食品分析センター

7 評価課 食中毒原因微生物の食品健康影響評価に関する情報収集調査 （株）三菱総合研究所

8 評価課
「平成19年度評価依頼計画物質」に掲載された農薬・動物用医薬品及
び飼料添加物に関する調査

(財)国際医学情報センター

9 評価課
鶏肉を主とする畜産物中のカンピロバクター・ジェジュニ／コリの食品健
康影響評価に関する調査

（株）三菱総合研究所

10 情報課
食品安全総合情報システムの機能強化及び利便性向上に必要な条件
に関する調査

みずほ情報総研（株）

11 評価課 無機鉛の食品健康影響評価に関する調査 (財)京都工場保健会

12 広報課 リスクコミュニケーションの評価手法等に関する調査 (株)三菱総合研究所

13 広報課 地域におけるリスクコミュニケーションに関する調査 (財)未来工学研究所

14 情報課 我が国に輸入される牛肉等に係る食品健康影響評価に関する調査 (社)畜産技術協会

15 広報課 マスメディア報道の分析に基づく情報発信の手法に関する調査 (株)三菱総合研究所

平成19年度食品安全確保総合調査実施課題一覧
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平成１７年度食品健康影響評価技術研究採択課題

研究領域

所属組織研究課題 主任研究者

①化学物質の発がんリスクの評価法に関する研究領域

津田洋幸 名古屋市立大・環境化学物質の発がん性・遺伝毒性に関する

学検索法の確立と閾値の検討

②食品の容器包装・器具のリスク評価法に関する研究領域

広瀬明彦 国立医薬品食・器具・容器包装に用いられる合成樹脂のリス

品衛生研究所ク評価法に関する研究

③プリオンに起因するリスクの評価法に関する研究領域

小野寺節 東京大学・ＢＳＥにおける脊柱・筋肉内神経組織のリス

ク評価と経口摂取βシート蛋白の体内動態

④微生物・ウイルスの定量的リスク評価及び薬剤耐性菌のリスク評価に関する

研究領域

牧野壮一 帯広畜産大学・多剤耐性サルモネラの食品を介した健康被害

のリスク評価に関する研究

⑤タンパク質等食品成分のアレルギー発現性の評価法に関する研究領域

八村敏志 東京大学・免疫細胞生物学的・構造生物学的手法を用い

た食品成分のアレルギー発現性評価法の研究

⑥食品に関連するリスクの定量的評価法に関する研究領域

春日文子 国立医薬品食・定量的リスク評価に応用可能な手法の探索、

品衛生研究所分析及び開発に関する研究

⑦食品安全分野のリスクコミュニケーションの手法等に関する研究領域

関澤純 徳島大学・効果的な食品安全のリスクコミュニケーショ

ンのあり方に関する研究

今村知明 東京大学・食品災禍時のリスクコミュニケーションの実

態調査(風評被害を含む)及び災禍の性格分類
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平成１８年度食品健康影響評価技術研究採択課題

研究領域

所属組織研究課題 主任研究者

①化学物質の定量的毒性評価法に関する研究領域

遠山千春 東京大学・メチル水銀とダイオキシンの複合曝露による

次世代の高次脳機能のリスク評価手法

香山不二雄 自治医科大学・一般集団およびハイリスク集団への食品中有

害物質の曝露評価手法の開発

②食品に起因するｖＣＪＤのリスク評価のための効果的ＢＳＥサーベイランス

手法の開発に関する研究領域

門平睦代 帯広畜産大学・BSEのリスク評価とサーベイランスの効果的

手法の研究：北海道の場合

山本茂貴 国立医薬品食・vCJDリスク評価のための効果的BSEサーベイ

品衛生研究所ランス手法に関する研究

③食品に起因する病原微生物のリスク評価法に関する研究領域

藤井建夫 東京海洋大学・非加熱喫食食品から検出されるリステリア・

モノサイトゲネスのリスク評価に関する研究

西尾治 国立感染症研・生食用カキに起因するノロウイルスリスク評

究所価に関する研究

④健康食品等の安全性評価法に関する研究領域

菅野純 国立医薬品食・いわゆる新開発食品等の安全性評価法の開発

品衛生研究所に資する生体反応メカニズム研究

⑤リスクコミュニケーションの情報提示方法、言語表現等に関する研究領域

中嶋康博 東京大学・双方向情報交換実験によるIT活用型リスクコ

ミュニケーション手法に関する研究
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平成１９年度食品健康影響評価技術研究採択課題

研究領域

所属組織研究課題 主任研究者

①食品中の化学物質の健康影響評価手法に関する研究領域

土田成紀 弘前大学・遺伝子多型ラットを用いたペルオキシソーム

増殖剤のヒト発がんリスクの評価法の開発

笹野公伸 東北大学・ヒト肝組織を用いたアクリルアミドの変異原

性の評価とその関連遺伝子の解析

出川雅邦 静岡県立大学・化学物質による肝肥大誘導機序の解析を基盤

とした肝発がんリスク評価系の構築

長谷川隆一 国立医薬品食・毒性データの不確実性とヒトへの外挿法に関

品衛生研究所する研究

②食品に起因する病原微生物等（プリオン、薬剤耐性菌を含む）のリスク評価

法に関する研究領域

小関成樹 （独）農業・・予測微生物学的解析手法を用いた微生物学的

食品産業技術リスク評価システムの開発

総合研究機構

食品総合研究

所

工藤由紀子 国立医薬品食・腸管出血性大腸菌の牛肉を介したリスクに及

品衛生研究所ぼす要因についての解析

青木宙 東京海洋大学・食用動物からヒトに至る薬剤耐性遺伝子の伝

播の解明と評価手法の開発

③新開発食品の健康影響評価手法に関する研究領域

手島玲子 国立医薬品食・遺伝子組換え食品等のアレルゲン性・腸管免

品衛生研究所疫影響のインビトロ評価系の開発

④リスクコミュニケーションの推進に関する研究領域

小泉望 大阪府立大学・効果的リスクコミュニケーションのための学

際的人材育成システムの構築
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小学校高学年の児童を対象に、
食の安全について、楽しく、元
気 に 学 ん で もらうために、
「ジュニア食品安全委員会」を、
毎年夏休みに開催しています。

任 命 書

No.001

○○ 殿

あなたを「ジュニア食品安
全委員会」委員として任命
します。

平成20年８月○日

食品安全委員会委員長

見上 彪

委員長から手渡される任命書

食の安全に関するクイズに答える参加者

食品安全委員会委員との記念撮影

子供達の質問に真剣に答える委員たち

クイズの回答で使う札

クイズに正解すると渡
される「委員長」人形
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食品安全委員会の５年の歩み

食品安全委員会の主な活動・リスコミ関係 リスク評価・情報提供関係
15年度

○食品安全委員会の設置と第1回委員会会合の開催7月
（食品安全委員会運営規程を決定し、公開による審議開始）

○ホームページ開設
8月 ○食の安全ダイヤル設置
9月 ○食品安全モニター委嘱 ・｢ｻｳﾛﾊﾟｽ･ｱﾝﾄﾞﾛｼﾞﾅｽ(いわゆ

○第１回全国食品安全連絡会議開催（以後毎年開催） るｱﾏﾒｼﾊﾞ)を大量長期に摂取
させることが可能な粉末、錠
剤等の形態の加工食品｣の評
価終了

BSEに関する牛のせき柱を含・｢
む食品等の安全性確保につい

て｣評価終了

（ ）1月 ・｢○基本的事項の閣議決定 遺伝子組換え食品 種子植物

の安全性評価基準｣等の決定

委員長談話｢高病原性鳥インフ3月 ・
ルエンザについて｣発表

【意見交換会開催回数:38回、参加人数:約6,400名】 【評価結果通知件数：68件】
16年度

4月 ○｢食品安全関係府省緊急時対応基本要綱｣及び｢食品
安全委員会緊急時対応基本指針｣の策定

｢遺伝子組換え飼料及び飼料添5月 ・
加物の安全性評価の考え方｣の

決定

ｼﾝﾌｨﾂﾑ(いわゆるｺﾝﾌﾘｰ)及び6月 ○第1回目のリスク評価結果に基づく施策の実施状況の ・｢
これを含む食品｣の評価終了調査（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）の委員会報告（以後半年毎に実施）

7月 ○季刊誌｢食品安全｣の発行開始 ・添加物｢アカネ色素｣の評価
○｢食の安全に関するリスクコミュニケーションの現状 終了
と課題｣の決定

・BSE対策中間取りまとめ9月
（自ら評価）の評価終了
ファクトシート｢加工食品のア・

クリルアミド｣の公表(以降2回

更新)

10月 ○日本におけるBSE対策についての意見交換会を開始
（平成17年1月までに47都道府県50会場で実施）

ファクトシート｢トランス脂肪12月 ・
酸｣の公表

委員長談話｢日本初のvCJD症例2月 ・
が確定したことについて｣を発

表

【意見交換会開催回数:112回、参加人数:約16,300名】 【評価結果通知件数：98件】
17年度

4月 ○食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度
導入の際の留意事項について厚生労働大臣へ意見具申

○｢食品安全関係府省食中毒等緊急時対応実施要綱｣及び
｢食品安全委員会食中毒等緊急時対応実施指針｣の策定

・｢我が国のBSE対策の見直5月
し｣の評価終了

【 】参考資料
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食品安全委員会の主な活動・リスコミ関係 リスク評価・情報提供関係
17年度

○第１００回委員会会合の開催6月
○食品安全総合情報システム運用開始

・｢魚介類等に含まれるメチル8月
水銀｣の評価終了

・｢米国及びカナダ産牛肉等｣12月
の評価終了

3月 ○飼料中の残留農薬基準の設定の際の留意事項について
農林水産大臣へ意見具申

【意見交換会開催回数:69回、参加人数:約11,700名】 【評価結果通知件数：72件】
18年度

｢大豆イソブラボンを含む特定5月 ・
保健用食品｣の評価終了

｢食品により媒介される微生物6月 ○メールマガジンの配信開始 ・
に関する食品健康影響評価指針

案｣、｢暫定基準が設定された農

薬等の食品健康影響評価の実施

手順｣を決定

（12月及び平成19年2月にも実施）9月 ○緊急時対応訓練の試行

11月 ○｢食の安全に関するリスクコミュニケーションの改善
に向けて｣を決定

1月 ・｢高病原性鳥インフルエンザ
発生に関する委員長談話｣を
発表

【意見交換会開催回数:70回、参加人数:約13,200名】 【評価結果通知件数：113件】
19年度

6月 ・添加物｢ﾎﾟﾘｿﾙﾍﾞｰﾄ類｣の評価
終了
調査結果を踏まえたファクト・

シート｢トランス脂肪酸｣の公表

○第２００回委員会会合の開催7月

8月 ○ジュニア食品安全委員会の開催

｢食品により媒介される微生物9月 ・
に関する食品健康影響評価指針

、案｣について付属文書を作成し

同指針（暫定版）として取りま

とめ

12月 ○｢緊急時対応訓練｣の実施・体制の検証

1月 ○中国産食品による薬物中毒事案への対応

【意見交換会開催件数:29回、参加人数:約1,300名】 【評価結果通知件数：201件】
20年度

5月 ・農薬｢メタミドホス｣の評価
終了
｢遺伝子組換え食品（微生物）6月 ○メールマガジン１００号配信 ・

の安全性評価基準｣を決定

平成20年
【意見交換会開催回数:324回、参加人数:約50,000名】 【評価結果通知件数：604件】6月末時点
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